
開催セミナーのご案内    

各種相談受け付けております。 
“ワンストップ相談会”毎週金曜日 ＴＥＬ 0258-36-2685 （要事前予約） 
個人に関すること、経営に関することを各専門家がワンストップでご相談に応じます。 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 鹿住・田中 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

足りない項目に 

「追記」が必要です 

 
・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 
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税率区分を 

「明記」しましょう 
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ノート注釈
消費税増税および軽減税率の導入により、適用される税率の種類が増えました。
これにあわせて、10月1日より「区分記載請求書」の発行が必要となり、従来の「請求書」と比較して以下2点の記載項目が追加されています。
①軽減税率の対象商品である旨
②税率ごとに合計した対価の額（税込）
受け取った人がきちんと確認ができるように記載項目を確認しましょう。

ノート注釈
消費税の課税事業者が、消費税額の計算を行う際に、仕入れた分の消費税額を控除するには「区分記載請求書」の保存が必要となります。
「区分記載請求書」では、従来の「請求書」と比較して以下2点の記載項目が追加されています。
①軽減税率の対象商品である旨
②税率ごとに合計した対価の額（税込）
仮に上記2点についての記載がない場合は、これらの項目に限り受領者が請求書等に追記することが認められています。

ノート注釈
追記が可能なのは新たに追加された２項目のみとなります。
その他の内容について、記載漏れ等がある場合には、従来通り区分記載請求書の再発行を依頼することとなります。




